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国制度のゆがみについても問題提起し、
都政から改革を牽引します

『年収の9皇』

●年収が一定額(103万円・130万円）を超えると税や社会
保険料の負担が発生するため、パートタイム等でもう少し
働きたい意欲があるにも関わらず、時間を制限することが
ある。

●また、最低賃金の上昇に対して、年収の壁を超えないよう
に働く時間を調整することもあり、働き手のみならず 事業
者からも課題が指摘されている。

（屈砂 一
年収の壁について、我が会派の提案を受け

て都が設置した「東京くらし方会議」では、専
門家から、 r正社員の夫と専業主婦という家
庭を前提とした社会保障制度が、暮らし方、
働き方を固定化する要因になってきた』と指
摘。現役世代では、共働き世帯が7割を 超え
ており、現行制度は実態とかけ離れている。
こうした議論も踏まえ、女性活躍の後押しに向け国に対して
提言する等、都が牽引して取り組んでいくべき、知事の見解を
伺う。

女性が自らの意欲と能力に応じて活躍する
ことについて、我が国は世界に未だ大きな後
れを取っている。

「東京くらし方会議」を立ち上げ、女性の活
躍にとり課題となる制度や職場の実態を明ら
かにした。女性が力を 発揮する上で、立ちは
だかる年収の壁の問題などに関し、制度の見し
直しを検討するよう国に提言するほか、社会保障の正確な知
識を提供して意欲的に働けるよう後押しをする。

『学校教員Q残業実態』
●小中学校の教員不足と、それに起因する教育や子供たち

をサポートする質の低下は、深刻な状況となりつつある。
●教員の待遇は、国の r給特法」で定められ、月給の4％分を

一律に上乗せする代わりに、残業代は支払われない。残
業実態は上乗せ分よりも遥かに多いことに加え、時間管
理の軽視と長時間労働の要因にもなっている。

（匹ふi仕 一
国が給特法の見直しに着手したことは歓迎するが、自民党案

は上乗せを10％に引き上げるというもので、本質的な解決策で
はない。教育はコストではなく投資。 r労働時間の管理と、労働
時間に応じた残業代の支払い」をセットで行う抜本的な改革を
都として牽引すべき。

教員の長時間労働を抜本的に改善するために、業務の効率
化や負担軽減等の取組を進めるとともに、教員の勤務実態に応
じた処遇改善を国に求めていく必要があるが、見解を伺う。

［·亘彊�浜佳葉子教青長 ］ 
都内公立中学校では、ひと月あたりの時間外労働の上限とし

ている45時間を超える教諭の割合が、49％に上り、改善が必
要d国において検討が始まったところであり、今後、教員の処遇
改善について国と課題を共有するとともに、都として働き方改
革を推進する。

． 東京がスター トアップの創出をリ ー ドしていきます

失われた30年の間に、日本の国際競争力は1位から34位まで低迷している。
社

こうした状況を変える起爆剤となるスタートアップやデジタルの力の活用が必要である。会
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失われた30年 ］ 
2022年※ IMDランキング

r Inno？忠忠ばら開設 ］ 
フランスのステ ーションFを参考に国内
外からVC、アクセラレ ータ、大企業、大
学、学生、行政等のスタートアップに関わ
る様々な団体等が集まる、スタートアッ
プ拠点を構築する。今 年度中に、有楽町
に暫定オープンさせる。

［ ファーf忠：マー に ： 
入札手続きや実績要件といった障壁を
取り除き、公共調達を通じて、スタート
ァップの製品やサ ー ビスを活用する。
ファ ーストカスタマーとなることで、ス
タートアップの信用力、信頼性の向上を
図る。

［ 超業機遍の形成 ］ 
●小中高でのアントレプレナ ー シップ教

育（起業家教育）に加えて、都立大学や
高専において、単位認定の新しい講座
や事業化 の支援を開始

●国内外のスタートアップが一同に会す
るグロ ーバルイベント
rc ity-Tech.Tokyo」を開催




